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告   示 

◎新潟県告示第1277号 

生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例による

ものとされた生活保護法第49条の規定により、指定医療機関を次のとおり指定した。 
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令和６年12月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名     称 所  在  地 指 定 年 月 日 

ひかり調剤薬局 長岡市栄町２丁目７番 16 号 令和６年10月１日 

こころのケア三条クリニック 三条市鶴田２－１－10 令和６年10月１日 

しなの薬局 小千谷店 小千谷市平成１丁目２番７号 令和６年10月１日 

ウエルシア薬局五泉店 五泉市東本町２－６－５ 令和６年10月１日 

 

◎新潟県告示第1278号 

生活保護法施行規則（昭和25年厚生省令第21号）第14条第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項に

おいてその例によるものとされた生活保護法施行規則第14条第１項の規定により、指定医療機関から次のとおり

変更した旨の届出があった。 

令和６年12月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名 称 所 在 地 
変更 

事項 
旧 新 変更年月日 

古川医院 分院 燕市宮町１番10号 名称 古川医院 古川医院 分院 令和６年10月１日 

 

◎新潟県告示第1279号 

生活保護法施行規則（昭和25年厚生省令第21号）第14条第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項に

おいてその例によるものとされた生活保護法施行規則第14条第１項の規定により、指定医療機関から次のとおり

廃止した旨の届出があった。 

令和６年12月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名     称 所  在  地 廃 止 年 月 日 

ひかり調剤薬局 長岡市栄町２丁目７番16号 令和６年９月30日 

こころのケア三条クリニック 三条市鶴田２丁目１－10 令和６年９月30日 

しなの薬局 小千谷店 小千谷市平成１丁目２番７号 令和６年９月30日 

関川歯科医院 五泉市吉沢２丁目１－３ 令和６年９月30日 

ウエルシア薬局五泉店 五泉市東本町２－82－１ 令和６年９月30日 

岩首診療所 佐渡市豊岡550番地 令和６年９月30日 

こだま歯科医院 佐渡市千種丙207の８ 令和６年９月21日 

宮田歯科医院 南魚沼郡湯沢町湯沢３丁目４番－１ 令和６年10月８日 
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◎新潟県告示第1280号 

生活保護法施行規則（昭和25年厚生省令第21号）第14条第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項に

おいてその例によるものとされた生活保護法施行規則第14条第１項の規定により、指定医療機関から次のとおり

休止した旨の届出があった。 

令和６年12月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名     称 所  在  地 休 止 年 月 日 

有限会社 今成薬局 南魚沼市六日町1850番地１ 令和６年10月１日 

 

◎新潟県告示第1281号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第29条第１項の規定に

よる指定障害福祉サービス事業者を次のとおり指定した。 

令和６年12月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

障害福祉 

サービスの種類 
事業所の名称 所在地 事業者 

指定 

年月日 

就労継続支援Ｂ型 株式会社魚沼わさび苑 魚沼市十日町2262番地 株式会社魚沼わさび苑 
令和６年

11月１日 

 

◎新潟県告示第1282号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第46条第２項の規定に

より指定障害福祉サービス事業者から次のとおり事業の廃止の届出があった。 

令和６年12月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

指定障害福祉 

サービスの種類 
事業所の名称 所在地 事業者 

廃止 

年月日 

行動援護 
社会福祉法人弥彦村社

会福祉協議会 
西蒲原郡弥彦村矢作4622番地 

社会福祉法人弥彦村社

会福祉協議会 

令和６年

10月31日 

就労継続支援Ａ型 株式会社魚沼わさび苑 魚沼市十日町2262番地 株式会社魚沼わさび苑 
令和６年

10月31日 

 

◎新潟県告示第1283号 

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21条の５の３第１項の規定による指定障害児通所支援事業者を次のとお

り指定した。 

令和６年12月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

障害児通所支援 

の種類 
事業所の名称 所在地 事業者 

指定 

年月日 

放課後等デイサービス 発育広場 五合目 
柏崎市大字横山440番

地１ 
合同会社 craft map 

令和６年

11月１日 

保育所等訪問支援 
多機能こどもセンタ

ー銀河 

長岡市宮栄３丁目17番

15号 

社会福祉法人虹のまち福

祉会 

令和６年

11月１日 

 

◎新潟県告示第1284号 
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障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第65条の規定により、

次の指定自立支援医療機関（育成医療・更生医療）は、その指定を辞退する。 

令和６年12月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名 称 所 在 地 
担当する医療の 

種     類 
辞退の効力発生年月日 

脳とこころの訪問看護ステ

ーション長岡 
長岡市花園南１－36 育成医療・更生医療 令和６年11月30日 

 

◎新潟県告示第1285号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成18年厚生労働省令第19号）第63

条の規定により、指定自立支援医療機関（育成医療・更生医療）から次のとおり廃止した旨の届出があった。 

令和６年12月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名 称 所 在 地 
担当する医療の 

種     類 
廃止年月日 

にこにこ薬局 長岡市曲新町687－４ 育成医療・更生医療 令和６年12月１日 

紫雲調剤薬局 新発田市稲荷岡2252－２ 育成医療・更生医療 令和６年12月１日 

あさひ調剤薬局 小千谷市東栄２丁目４－５ 育成医療・更生医療 令和６年12月１日 

大手薬局中央店 見附市本町１丁目１番34号 育成医療・更生医療 令和６年11月30日 

あらまち調剤薬局 村上市安良４番12号 育成医療・更生医療 令和６年11月８日 

フレンズ薬局 燕市杣木1427番 育成医療・更生医療 令和６年12月１日 

とちの木薬局 魚沼市諏訪町１丁目９ 育成医療・更生医療 令和６年12月１日 

 

◎新潟県告示第1286号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第60条第１項の規定に

より、指定自立支援医療機関（育成医療・更生医療）の指定を次のとおり更新した。 

令和６年12月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名 称 所 在 地 
担当する医療の 

種     類 
更新年月日 

しなの薬局 長岡赤十字病院前店 長岡市千秋２－297－１ 育成医療・更生医療 令和６年12月１日 

ウエルシア薬局柏崎錦町店 柏崎市錦町１－８ 育成医療・更生医療 令和６年12月１日 

訪問看護フラワー 
糸魚川市須沢2970レオネクス

トブルーオーシャン102号室 
育成医療・更生医療 令和６年12月１日 

共創未来 とよば薬局 上越市とよば４番地 育成医療・更生医療 令和６年12月１日 

エム・ケイ薬局 つなん店 
中魚沼郡津南町大字下船渡戊

723－１ 
育成医療・更生医療 令和６年12月１日 

 



第94号 新  潟  県  報 令和６年12月３日(火) 

5 

◎新潟県告示第1287号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第59条第１項の規定に

より、指定自立支援医療機関（育成医療・更生医療）を次のとおり指定した。 

令和６年12月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名 称 所 在 地 
担当する医療の 

種     類 
指定年月日 

ウエルシア薬局長岡与板店 長岡市与板町与板乙2434番地１ 育成医療・更生医療 令和６年12月１日 

ファーマライズ薬局 長岡店 長岡市曲新町687－４ 育成医療・更生医療 令和６年12月２日 

ファーマライズ薬局 紫雲寺店 新発田市稲荷岡2252－２ 育成医療・更生医療 令和６年12月２日 

ファーマライズ薬局 小千谷店 小千谷市東栄２丁目４－５ 育成医療・更生医療 令和６年12月２日 

ファーマライズ薬局 十日町店 十日町市春日町二丁目108番地 育成医療・更生医療 令和６年12月１日 

ファーマライズ薬局 燕店 燕市杣木1427番 育成医療・更生医療 令和６年12月２日 

ファーマライズ薬局 諏訪町店 魚沼市諏訪町１丁目９ 育成医療・更生医療 令和６年12月２日 

有限会社ゆのたに薬局 魚沼市井口新田439番地16 育成医療・更生医療 令和６年12月１日 

 

◎新潟県告示第1288号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、村上市の三面川沿岸土地改良区の定款の変更

を令和６年11月25日認可した。 

令和６年12月３日 

新潟県村上地域振興局長 

 

◎新潟県告示第1289号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、加茂市の加茂郷土地改良区の定款の変更を令

和６年11月25日認可した。 

令和６年12月３日 

新潟県三条地域振興局長 

 

◎新潟県告示第1290号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、長岡市の小国町土地改良区の定款の変更を令

和６年11月25日認可した。 

令和６年12月３日 

新潟県長岡地域振興局長 

 

◎新潟県告示第1291号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第１項の規定により県営区画整理（経営体育成基盤整備「面的

集積型」）事業に係る換地計画を定めたので、令和６年12月４日から令和７年１月７日まで関係書類を次のとおり

縦覧に供する。 

令和６年12月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

事業主体名 地区名（換地区名） 縦覧の書類  縦覧の場所 

新潟県 本条地区（全換地区） 換地計画書の写し 柏崎市役所 
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１ 審査請求について 

この処分について不服がある場合は、この換地計画書の写しの縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以

内（以下「不服申立期間」という｡)に、知事に対して審査請求をすることができる。 

なお、正当な理由があるときは、不服申立期間を経過した後であっても審査請求をすることが認められる場

合がある。 

２ 処分の取消しの訴えについて 

(1) この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日（告示日）の翌日から

起算して６か月以内に、新潟県を被告として（訴訟において新潟県を代表する者は知事となる｡)、処分の取

消しの訴えを提起することができる。 

(2) また、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができる。 

(3) ただし、上記(2)の期間が経過する前に、その審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年を

経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなる。 

なお、正当な理由があるときは、上記(1)（審査請求をした場合には(2)）の期間や審査請求に対する裁決

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても処分の取消しの訴えを提起することが認められ

る場合がある。 

 

◎新潟県告示第1292号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第１項の規定により県営区画整理（農地環境整備）事業に係る

換地計画を定めたので、令和６年12月４日から令和７年１月７日まで関係書類を次のとおり縦覧に供する。 

令和６年12月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

事業主体名 地区名（換地区名） 縦覧の書類  縦覧の場所 

新潟県 上片貝地区（全換地区） 換地計画書の写し 小千谷市役所 

１ 審査請求について 

この処分について不服がある場合は、この換地計画書の写しの縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以

内（以下「不服申立期間」という｡)に、知事に対して審査請求をすることができる。 

なお、正当な理由があるときは、不服申立期間を経過した後であっても審査請求をすることが認められる場

合がある。 

２ 処分の取消しの訴えについて 

(1) この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日（告示日）の翌日から

起算して６か月以内に、新潟県を被告として（訴訟において新潟県を代表する者は知事となる｡)、処分の取

消しの訴えを提起することができる。 

(2) また、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができる。 

(3) ただし、上記(2)の期間が経過する前に、その審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年を

経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなる。 

なお、正当な理由があるときは、上記(1)（審査請求をした場合には(2)）の期間や審査請求に対する裁決

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても処分の取消しの訴えを提起することが認められ

る場合がある。 

 

◎新潟県告示第1293号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第１項の規定により県営区画整理（経営体育成基盤整備「一般

型」）事業に係る換地計画を定めたので、令和６年12月４日から令和７年１月７日まで関係書類を次のとおり縦覧

に供する。 

令和６年12月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

事業主体名 地区名（換地区名） 縦覧の書類  縦覧の場所 

新潟県 堀耕東地区（全換地区） 換地計画書の写し 阿賀野市役所 

１ 審査請求について 
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この処分について不服がある場合は、この換地計画書の写しの縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以

内（以下「不服申立期間」という｡)に、知事に対して審査請求をすることができる。 

なお、正当な理由があるときは、不服申立期間を経過した後であっても審査請求をすることが認められる場

合がある。 

２ 処分の取消しの訴えについて 

(1) この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日（告示日）の翌日から

起算して６か月以内に、新潟県を被告として（訴訟において新潟県を代表する者は知事となる｡)、処分の取

消しの訴えを提起することができる。 

(2) また、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができる。 

(3) ただし、上記(2)の期間が経過する前に、その審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年を

経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなる。 

なお、正当な理由があるときは、上記(1)（審査請求をした場合には(2)）の期間や審査請求に対する裁決

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても処分の取消しの訴えを提起することが認められ

る場合がある。 

 

◎新潟県告示第1294号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第１項の規定により県営区画整理（経営体育成基盤整備「農地

中間管理機構関連型」）事業に係る換地計画を定めたので、令和６年12月４日から令和７年１月７日まで関係書類

を次のとおり縦覧に供する。 

令和６年12月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

事業主体名 地区名（換地区名） 縦覧の書類  縦覧の場所 

新潟県 和田・横瀬地区（全換地区） 換地計画書の写し 魚沼市役所 

１ 審査請求について 

この処分について不服がある場合は、この換地計画書の写しの縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以

内（以下「不服申立期間」という｡)に、知事に対して審査請求をすることができる。 

なお、正当な理由があるときは、不服申立期間を経過した後であっても審査請求をすることが認められる場

合がある。 

２ 処分の取消しの訴えについて 

(1) この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日（告示日）の翌日から

起算して６か月以内に、新潟県を被告として（訴訟において新潟県を代表する者は知事となる｡)、処分の取

消しの訴えを提起することができる。 

(2) また、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができる。 

(3) ただし、上記(2)の期間が経過する前に、その審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年を

経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなる。 

なお、正当な理由があるときは、上記(1)（審査請求をした場合には(2)）の期間や審査請求に対する裁決

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても処分の取消しの訴えを提起することが認められ

る場合がある。 

 

◎新潟県告示第1295号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第１項の規定により県営区画整理（経営体育成基盤整備「農業

生産法人育成型」）事業に係る換地計画を定めたので、令和６年12月４日から令和７年１月７日まで関係書類を次

のとおり縦覧に供する。 

令和６年12月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

事業主体名 地区名（換地区名） 縦覧の書類  縦覧の場所 

新潟県 大和沢地区（全換地区） 換地計画書の写し 魚沼市役所 

１ 審査請求について 
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この処分について不服がある場合は、この換地計画書の写しの縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以

内（以下「不服申立期間」という｡)に、知事に対して審査請求をすることができる。 

なお、正当な理由があるときは、不服申立期間を経過した後であっても審査請求をすることが認められる場

合がある。 

２ 処分の取消しの訴えについて 

(1) この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日（告示日）の翌日から

起算して６か月以内に、新潟県を被告として（訴訟において新潟県を代表する者は知事となる｡)、処分の取

消しの訴えを提起することができる。 

(2) また、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができる。 

(3) ただし、上記(2)の期間が経過する前に、その審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年を

経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなる。 

なお、正当な理由があるときは、上記(1)（審査請求をした場合には(2)）の期間や審査請求に対する裁決

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても処分の取消しの訴えを提起することが認められ

る場合がある。 

 

病院局公告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、採尿畜尿・比重測定装置の購入について、次

のとおり一般競争入札を行う。 

令和６年12月３日 

新潟県立がんセンター新潟病院長 田中 洋史 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  採尿畜尿・比重測定装置 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  令和７年３月31日（月） 

(4) 納入場所 

  新潟県立がんセンター新潟病院 病棟 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(5) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 951－8566 

  新潟県新潟市中央区川岸町２丁目15番地３ 

  新潟県立がんセンター新潟病院経営課 

  電話番号 025－266－5111 内線2314 
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(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(１)の交付場所で交付する。 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和６年12月13日（金）午前９時30分 

 新潟県立がんセンター新潟病院 がん予防総合センター３階研修室Ａ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県

病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(5) 契約書作成の要否 

  要 

(6) 落札者の決定方法 

   本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(7) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(8) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、除細動器の購入について、次のとおり一般競

争入札を行う。 

令和６年12月３日 

新潟県立がんセンター新潟病院長 田中 洋史 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  除細動器 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  令和７年３月31日（月） 

(4) 納入場所 

  新潟県立がんセンター新潟病院 病棟 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 
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(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(5) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 951－8566 

  新潟県新潟市中央区川岸町２丁目15番地３ 

  新潟県立がんセンター新潟病院経営課 

  電話番号 025－266－5111 内線2314 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(１)の交付場所で交付する。 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和６年12月13日（金）午前10時00分 

 新潟県立がんセンター新潟病院 がん予防総合センター３階研修室Ａ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県

病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(5) 契約書作成の要否 

  要 

(6) 落札者の決定方法 

   本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(7) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(8) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、人工呼吸器の購入について、次のとおり一般

競争入札を行う。 

令和６年12月３日 

新潟県立妙高病院長 岸本 秀文 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  人工呼吸器 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書及び別添仕様書による。 

(3) 納入期限 

  令和７年３月14日（金） 
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(4) 納入場所 

  新潟県立妙高病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「医療機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 949－2106 

  新潟県妙高市大字田口147番地１ 

  新潟県立妙高病院経営課 

  電話番号 0255－86－2003 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  令和６年12月10日（火）午後１時 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和６年12月17日（火）午前10時30分 

 新潟県立妙高病院 会議室 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立妙高病院の交付する入札説明書に基づき応札仕様書を 

作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 

 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 
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  ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき 

は、契約を締結しない場合がある｡) 

イ 詳細は入札説明書による。 

 

監査委員公表 

監 査 結 果 報 告 公 表 

新潟県監査基準（令和２年２月25日監査委員決定）に準拠し、地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第１

項、第２項及び第４項の規定に基づく監査を実施したので、同条第９項の規定により、その結果に関する報告を

次のとおり公表する。 

 

令和６年12月３日 

新潟県監査委員 八 木 浩 幸 

新潟県監査委員 松 原 良 道 

新潟県監査委員 杉 井   旬 

新潟県監査委員 樺 澤   尚 

 

１ 監査の対象 

 地方自治法第199条第１項に規定する財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理並びに同条第２項に 

規定する事務の執行（以下「財務事務の執行等」という｡)を対象として監査を実施した。 

２ 監査の着眼点（評価項目） 

  監査委員による監査は、財務事務の執行等が法令に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げるよう 

にし、その組織及び運営の合理化に努めているかといった観点から監査するものである。 

３ 監査の実施内容 

  財務事務の執行等について、新潟県監査基準に基づき、監査対象所属から資料の提出を求め、その内容を確 

認するなどの方法により監査を実施した。また、その他の監査等において得られた知見を利用した。 

４ 監査の結果 

  財務事務の執行等について、上記のとおり監査した限りにおいて、概ね適正に行われているが、一部におい

て是正又は改善を要する事項等が認められた。 

 

【監査結果の区分（是正又は改善を要する事項等）】 

区　分 内　　容

指摘事項 　明らかに違法又は不当なもの、著しく不経済な行為又は著しい損害が生じているもの　等

注意事項 　是正又は改善を要する事項で、指摘事項までに至らないもの

検討事項
　指摘事項、注意事項に該当しないが、行政行為の経済性・効率性・有効性や行政目標・達
成手段の妥当性等に関して是正、改善の検討を求めるもの

 

 

監査対象所属ごとの監査結果は、次のとおりである。 
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普通会計
(知事政策局)

対象年度 対象期間

令和６年７月19日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月18日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月５日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(総務部)

対象年度 対象期間

令和６年８月８日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年７月30日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月13日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年11月14日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月18日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月13日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年11月14日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(環境局)

対象年度 対象期間

令和６年７月24日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月23日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

政策企画課 （注意事項）
　県有財産の管理に関する事項
  支出事務手続に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項
　

秘書課 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項

広報広聴課 （注意事項）
　物品の管理に関する事項
　物品に係る帳簿及び書類等に関する事項

県民生活課 （注意事項）
　収入事務手続に関する事項

市町村課 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項

統計課 （注意事項）
　収入事務手続に関する事項
　個人情報の取扱いに関する事項

財政課 　適正と認めた。

人事課 （注意事項）
　歳入の収納に関する事項
　支出事務手続に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

税務課 （注意事項）
　物品の管理に関する事項

総務事務センター 　適正と認めた。

環境政策課 　適正と認めた。

環境対策課 （指摘事項）
　令和３年度の磐梯朝日国立公園鷹ノ巣吊
橋改修工事において、諸経費の算定におけ
る工種の選定を誤ったため、契約額で
1,609,300円過大となり、結果として国庫
交付金を過大に受け入れていたため、令和
５年度に国へ805,000円を返還していた。
　設計積算に当たっては、条件・数量等の
基本的な誤りのないよう努められたい。

（注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項
　県有財産の管理に関する事項
　県管理施設の維持管理に関する事項
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令和６年10月15日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(防災局)

対象年度 対象期間

令和６年８月２日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月17日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月11日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(福祉保健部)

対象年度 対象期間

令和６年９月９日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月21日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月12日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月17日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月21日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月９日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

資源循環推進課 　適正と認めた。

消防課 　適正と認めた。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

防災企画課 　適正と認めた。

危機対策課 （注意事項）
　交通事故に関する事項

地域医療政策課 （注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項
　物品の管理に関する事項

感染症対策・薬務
課

（注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項

高齢福祉保健課 （指摘事項）
　新潟県看護職員認知症対応力向上ステッ
プアップ事業について、変更契約書が作成
されていなかった。
　財務規則に基づいた事務手続きを行われ
たい。

福祉保健総務課 （指摘事項）
　新潟県住宅新築資金等貸付金収入につい
て、決算日現在、過年度調定分494件
20,635,841円が未納となっていた。
　未納額の早期収納に努められたい。

（注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項

国保・福祉指導課 　適正と認めた。

（注意事項）
　歳入の収納に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項
　個人情報の取扱いに関する事項

健康づくり支援課 （指摘事項）
　受給者証の更新申請書類について、審
査過程で所在不明となる事案があった。
　個人情報の取扱いに留意し、再発防止
の徹底に努められたい。

（注意事項）
　支出事務手続に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項
　物品に係る帳簿及び書類等に関する事項
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令和６年10月17日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(産業労働部)

対象年度 対象期間

令和６年８月７日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月９日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月９日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月12日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月２日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(観光文化スポーツ部)

対象年度 対象期間

令和６年８月８日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

障害福祉課

（注意事項）
　歳入の収納に関する事項

（指摘事項）
１　障害者情報を別の者がマイナポータル
　で閲覧できる状態にあった事案のほか、
　受講決定通知書を別の事業者に送信した
　事案があった。
　　個人情報の取扱いに留意し、再発防止
　の徹底に努められたい。

２　精神障害者ピアサポート事業委託につ
　いて、変更契約書が作成されていなかっ
　た。
　　財務規則に基づいた事務手続を行われ
　たい。

創業・イノベー
ション推進課

（注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項

しごと定住促進課 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項

雇用能力開発課 （注意事項）
　物品の管理に関する事項

産業政策課 （注意事項）
　県有財産の管理に関する事項

地域産業振興課

（注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項
　物品に係る帳簿及び書類等に関する事項

（指摘事項）
１　新事業チャレンジ支援事業補助金に
　おいて、誤って別の相手方の口座情報
　を支出命令決議書に登録し、１件
　1,000,000円を誤払いしていた。
　　支払手続の際の確認を徹底されたい。

２　中小企業支援資金貸付事業収入につ
　いて、決算日現在、過年度調定分 81件
　1,538,993,346円が未納となっていた。
　　件数、金額とも増加しているので、
　具体的な回収手法の見直しを行い、未
　納額の早期収納に努められたい。

３　設備合理化資金貸付金等収入につい
　て、決算日現在、過年度調定分25件
　17,450,234円が未納となっていた。
　　未納額の早期収納に努められたい。

観光企画課 （指摘事項）
　借受財産について、契約を更新していな
いものが15件あった。
　契約に当たっては、適正な事務処理を行
われたい。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等
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令和６年10月28日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年８月30日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月７日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(農林水産部)

対象年度 対象期間

令和６年８月８日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月15日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月13日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月13日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月９日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月９日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月30日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年11月13日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月17日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年11月６日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

（注意事項）
　県有財産の管理に関する事項
　物品の管理に関する事項

国際観光推進課 　適正と認めた。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

文化課 （注意事項）
　県有財産の管理に関する事項
　物品の管理に関する事項

スポーツ課 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項

経営普及課 （指摘事項）
　「魅力ある農業」の情報発信に係る民間
サイトを活用したＰＲの実施業務委託につ
いて、部分払をしているにもかかわらず、
契約書を作成していなかった。
　財務規則に基づく適正な事務処理を行わ
れたい。

（注意事項）
　歳入の収納に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項

食品・流通課 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項

畜産課 　適正と認めた。

農業総務課 　適正と認めた。

地域農政推進課 　　同　　　上

農産園芸課 　　同　　　上

治山課 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項

水産課 （注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項
　交通事故に関する事項

漁港課 　適正と認めた。

林政課 （注意事項）
　物品の管理に関する事項
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(農地部)

対象年度 対象期間

令和６年９月２日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年11月１日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年11月１日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月30日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年11月12日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(土木部)

対象年度 対象期間

令和６年８月７日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年11月７日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月23日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年11月７日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月28日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月18日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月７日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年11月12日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年11月５日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月28日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年11月６日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年11月８日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

農地建設課 　　同　　　上

農地整備課 　　同　　　上

農村環境課 （注意事項）
　物品の管理に関する事項

農地管理課 （注意事項）
　交通事故に関する事項

農地計画課 　適正と認めた。

監理課 　適正と認めた。

技術管理課 　　同　　　上

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

河川管理課 　　同　　　上

河川整備課 （注意事項）
　物品の管理に関する事項

砂防課 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項
　物品の管理に関する事項
　物品に係る帳簿及び書類等に関する事項
　予算執行に関する事項

用地・土地利用課 （注意事項）
　物品の管理に関する事項

道路管理課 （注意事項）
　個人情報の取扱いに関する事項

道路建設課 　適正と認めた。

（注意事項）
　収入事務手続に関する事項
　歳入の収納に関する事項

都市局下水道課 　適正と認めた。

都市局都市政策課 　適正と認めた。

都市局都市整備課 　　同　　　上

都市局建築住宅課 （指摘事項）
　新潟県住宅供給公社が管理を行ってい
る県営住宅の使用料について、決算日現
在、過年度調定分305件5,903,717円が未
納となっていた。
　未納額の早期収納に努められたい。
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令和６年11月８日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(交通政策局)

対象年度 対象期間

令和６年８月７日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月５日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月４日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月12日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(新発田地域振興局)

対象年度 対象期間

令和６年10月30日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月25日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月11日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(新潟地域振興局)

対象年度 対象期間

令和６年９月30日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年11月７日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(三条地域振興局)

対象年度 対象期間

令和６年９月11日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

都市局営繕課 （注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項

交通政策課 （注意事項）
　交通事故に関する事項

港湾振興課 （注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項
　県有財産の管理に関する事項

港湾整備課 　適正と認めた。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

農業振興部 （注意事項）
　物品の管理に関する事項

農村整備部 　適正と認めた。

空港課 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項
　物品に係る帳簿及び書類等に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

県税部 　適正と認めた。

津川地区振興事務
所

（注意事項）
　支出事務手続に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項
　県管理施設の維持管理に関する事項

地域整備部 （注意事項）
　収入事務手続に関する事項
　物品の管理に関する事項
　法令事務手続に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

地域振興グループ 　適正と認めた。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等
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(長岡地域振興局)

対象年度 対象期間

令和６年８月29日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月18日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(魚沼地域振興局)

対象年度 対象期間

令和６年10月21日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月23日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月21日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(南魚沼地域振興局)

対象年度 対象期間

令和６年10月11日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月11日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月28日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月24日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

県税部 　適正と認めた。

農林振興部 （注意事項）
　物品の管理に関する事項
　交通事故に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

地域振興グループ （注意事項）
　県有財産の管理に関する事項

農業振興部 （注意事項）
　物品の管理に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項
　設計図書（設計書、図面、仕様書等）に
関する事項

地域整備部 （注意事項）
　交通事故に関する事項
　県管理施設の維持管理に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項
　設計図書（設計書、図面、仕様書等）に
関する事項
　

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

健康福祉環境部 （指摘事項）
　公務中における職員の交通事故が２件あ
り、相手方へ579,008円の損害賠償をするほ
か、公用車の修理費として668,921円支出し
たものがあった。
　安全運転の徹底に努められたい。

（注意事項）
　歳入の収納に関する事項

児童・障害者相談
センター

（注意事項）
　歳入の収納に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

農林振興部 （注意事項）
　物品に係る帳簿及び書類等に関する事項
　交通事故に関する事項

地域整備部 （注意事項）
　収入事務手続に関する事項
　物品の管理に関する事項
　県管理施設の維持管理に関する事項
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(十日町地域振興局)

対象年度 対象期間

令和６年11月１日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年11月12日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年11月１日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(上越地域振興局)

対象年度 対象期間

令和６年９月19日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月４日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月４日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月20日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

（注意事項）
　県管理施設の維持管理に関する事項
　県有財産の管理に関する事項
　歳入の収納に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

地域振興グループ 　適正と認めた。

農業振興部 （指摘事項）
　公用車の購入について、一般競争入札で
あったにもかかわらず、支出負担行為決議
書の支出負担行為額を別封のとおりとせず、
担当者以外の職員でも予定価格が確認でき
る状況となっていた。
　予定価格の取扱いに留意し、適切な事務
処理を行われたい。

（注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項

地域整備部 （指摘事項）
　公務中における職員の交通事故が３件あ
り、公用車１台を廃車し、相手方へ
465,360円の損害賠償をしたほか、公用車
の修理費等として372,543円支出したもの
があった。
　安全運転の徹底に努められたい。

（注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項
　交通事故に関する事項

農林振興部　上越
東農林事務所

　適正と認めた。

地域整備部 （注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項
　県管理施設の維持管理に関する事項
　物品の管理に関する事項
　設計図書（設計書、図面、仕様書等）に
関する事項
　交通事故に関する事項

県税部 　適正と認めた。

農林振興部 （指摘事項）
　植栽した杉を管理する保育事業の測量業
務委託契約（契約名：育第28－３号　保育
（補正）委託）に係る指名競争入札につい
て、電子入札の開札時に同価格の入札者に
対するくじ引きの設定を誤り、本来落札者
とならない業者を落札者として決定した。
その後、誤りに気付き、当該指名競争入札
を中止し、後日、改めて指名競争入札を
行っていた。
　財務規則に基づいた適正な入札執行を行
われたい。
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令和６年９月20日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(糸魚川地域振興局)

対象年度 対象期間

令和６年10月18日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月17日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月18日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(佐渡地域振興局)

対象年度 対象期間

令和６年７月４日から
令和６年７月５日まで

令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(議会事務局・各種委員会)

対象年度 対象期間

令和６年10月25日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月25日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月24日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月24日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

地域整備部　上越
東維持管理事務所

　適正と認めた。

地域振興グループ 　適正と認めた。

農林振興部 　　同　　　上

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

地域整備部 （指摘事項）
　化学消防ポンプ自動車の購入について、
予定価格が7,000万円以上で地域振興局長
の予算執行権限を超えるにもかかわらず、
契約手続を行っているものがあった。ま
た、この誤りにより支出負担行為決議書
が起票できなくなっていたが、長期間そ
の原因が究明されないままになっていた。
　会計事務に関する不明点は、所管部署
に照会して早期解消を図るとともに、財
務規則に基づく適正な事務処理を行われ
たい。

（注意事項）
　設計図書（設計書、図面、仕様書等）に
関する事項
　契約及び履行確認に関する事項
　交通事故に関する事項

地域整備部 （注意事項）
　歳入の収納に関する事項
　支出事務手続に関する事項
　県管理施設の維持管理に関する事項
　物品の管理に関する事項
　情報の流出に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

議会事務局 　適正と認めた。

人事委員会事務局 （注意事項）
　物品の管理に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

監査委員事務局 （注意事項）
　物品の管理に関する事項

労働委員会事務局 　適正と認めた。
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(教育庁)

対象年度 対象期間

令和６年９月12日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月13日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月15日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月27日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年９月12日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

令和６年10月４日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

(警察本部)

対象年度 対象期間

令和６年８月９日 令和５年度 令和５年４月１日から
令和６年３月31日まで

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

警察本部

（注意事項）
　物品の管理に関する事項
　業務管理に関する事項

（指摘事項）
１　交通反則切符告知書の紛失など、計３
　件の個人情報の漏えいがあった。
　　個人情報の取扱いに留意し、再発防止
　の徹底に努められたい。

２　公務中における職員の交通事故が16件
　あり、相手方に2,496,308円の損害賠償
　をするほか、公用車の修理費として
　2,225,674円支出したものがあった。
　　県民の交通事故防止を担う警察とし
　て、職員の安全運転の徹底に努められ
　たい。

３　新潟中央警察署確認事務委託契約に係
　る一般競争入札について、入札書に不備
　があった入札を無効とせず、当該入札者
　を落札者に決定し、契約を締結した。
　　その後、入札の無効が判明したため、
　契約を無効とし、相手方に印紙代
　20,000円を損害賠償したものがあった。
　　財務規則に基づいた適正な入札執行を
　行われたい。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

生徒指導課 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項

生涯学習推進課 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項

保健体育課 　適正と認めた。

教育庁総務課 　適正と認めた。

財務課 （指摘事項）
　高等学校等就学支援金関係書類が郵送
過程で所在不明となった事案があった。
正徳館高等学校から教育庁財務課へ書類
が送付されたとのことだが、教育庁財務
課では書類を確認できなかった。
　個人情報の取扱いに留意し、再発防止
の徹底に努められたい。

（注意事項）
　支出事務手続に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項

福利課 　適正と認めた。
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